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研究開発や産学連携によるイノベーション創出、知的財産の活用、大企業等のサプライ

チェーン複線化の動きが活発化している。これに伴い、地域の中堅・中小企業の投資意欲

も高まっている。戦略１７分野への重点投資は民間投資を喚起し、わが国の供給力および

次世代産業競争力の強化の起爆剤となり得る。官民連携による投資の経済財政への効果の

最大化に向けて、日本成長戦略に以下の視点を盛り込み、施策の実効性を確保されたい。 

 

１．「優先順位付け」を意識したメリハリのある政策の推進 

戦略１７分野には、「ＡＩ・半導体」など社会実装が進み、比較的短期間で経済波及効果

が見込まれる分野や、防衛産業など国の基幹産業として取り組むべき分野等様々である。

地域における産業特性を踏まえ、時間軸や優先順位付けを意識したメリハリのある政策の

推進を図ることが有効である。 

足下の地政学リスクの高まりを受け、経済を守る観点からも「防衛」の重要性に関する

国民的合意を得る好機を迎えている。防衛産業は、幅広い分野に関係し、デュアルユース

など広く中小企業等にも投資効果が波及するため、先行して実施すべき分野である。 

 

２．地方への投資拡大に向けた「地域未来戦略」の位置づけの明確化 

戦略１７分野への具体的な投資は、「地域未来戦略」の戦略産業クラスター計画等の下に

実行されるため、地方への投資拡大に向け、日本成長戦略に「地域未来戦略」との連携の

重要性を明確に位置付け、双方の計画を平仄の合う形で推進すべきである。 

地域未来戦略では、戦略産業クラスター計画に加えて、より地域経済や中堅・中小企業

等への波及効果が高い投資分野を扱う地域産業クラスター計画、地場産業成長プランが今

後策定される。これら計画策定には、商工会議所など地元産業界の声を反映するとともに、

財政措置である「地域未来交付金」の拡充とともに、企業への直接支援の充実など制度の

利便性向上を図られたい。 

また、本来は１７分野に入るべき「観光」については、外需獲得や地域活性化等を牽引

する国家の基幹産業と位置付け、官民のあらゆる資源を総動員すべきである。 

 

３．日本成長戦略の担い手としての「中小企業」の重要性 

戦略１７分野及び８つの分野横断的課題の取組みを支える存在は、雇用の約７割（三大

都市圏を除くと約９割）を担う中小企業であり、日本成長戦略の担い手として、中小企業

の重要性を明確に位置付けられたい。各投資分野において、中小企業が活躍できる環境が

整えば、経済財政に与える効果は格段に高まる。地域の中小企業を投資の好循環に巻き込

んでいくことが「強い経済」実現の鍵となる。中小企業庁が策定する中小企業の稼ぐ力の

強化に関する戦略の推進など、中小企業や小規模事業者の生産性向上等への挑戦支援を日

本成長戦略の１つの柱として位置付けるべきである。 
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